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地域再生計画 

１ 地域再生計画の名称 

時代を先取る菊川型農業モデルの創出計画 
 

２ 地域再生計画の作成主体の名称 

  菊川市 
 

３ 地域再生計画の区域 

 菊川市の全域 
 

４ 地域再生計画の目標 

４－１ 地域の現状 

   菊川市は、静岡県の中西部、静岡市と浜松市のほぼ中間に位置し、市の

中央を一級河川菊川が流れ、みどり豊かな自然環境と都市機能が共存する

地域である。 

   市域は、東西方向に約９㎞、南北方向に約 17 ㎞で、面積は 94.19ｋ㎡に及

ぶ。市内には、JR 東海道本線菊川駅、東名高速道路菊川インターチェンジ

を有している。また、富士山静岡空港、JR 東海道新幹線掛川駅、御前崎港、

新東名高速道路に接近し、交通の利便性を活かして将来に向け大きく発展

することが期待されている。 
気候は、年平均気温が 17℃前後と年間を通して温暖で、年間降水量は

1,700 ㎜前後と１年を通じて快適な環境である。冬の降雪はほとんど見られ

ないが、地域独特の「遠州の空っ風」と呼ばれる寒風が吹く。 
本市の農業は、この恵まれた交通条件や気象条件を背景として、地域の

特性を生かした特色ある農業生産が展開されており、茶を中心に水稲、施

設園芸、畜産等を取り組んでいる。特に主幹作物の茶は、県内でも屈指の

栽培面積を持ち、全国的にも茶産地「お茶の菊川」として評価を受け、お

いしい茶づくりに励んでいる。 
   人口は、平成 17 年国勢調査の 47,502 人をピークに減少に転じ、平成 27

年の国勢調査によると、46,763 人、世帯数は 16,095 世帯で、一世帯当たり

人員は 2.91 人となっている。 
 
４－２ 地域の課題 

   農業については、茶業を中心に年々厳しさを増しており、国際化や主幹

作物の価格低迷、生産コストの上昇、労働力の高齢化や担い手不足などさ

まざまな問題を抱えている。 
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また、農業構造改善対策等各種事業の積極的な導入により、土地基盤整

備による大規模化や緑茶加工施設等の近代化施設の整備を進め、農業経営

の近代化と合理化を図ってきたが、施設の老朽化等の問題も生じている。 
さらには、本市の農業就業人口のうち 65 歳以上の人口が占める割合が

63.0％（平成 27 年）と高齢化が深刻であり、耕作放棄地の増大や非農業的

土地利用の需要も増加しており、良好な農業環境を維持していくことが、

困難な状況となってきている。 
 
４－３ 目標 

  農業分野については、様々な課題があるなかで、本市の恵まれた環境を

生かし、魅力ある職業と位置付け就職先として選択できるよう、地域の産

業として活性化していく必要がある。 
  本計画は、付加価値の高い農業モデルの創出・農産物のブランド化・高

収益作物との複合経営モデルの創出のための取り組みに支援するとともに、

女性農業者が本市で営農定着し、自立していく体制を整えることで、地域

農業を活性化していくことを目的とする。 
 

事業 農地転換・複合経営支援事業 
年月 

KPI 農家所得（農業収入）増加者数（人）※申請後の増加数 

申請時 0   Ｈ29.3 

初年度 5   Ｈ30.3 

２年目 10   Ｈ31.3 

３年目 15   Ｈ32.3 
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事業開始前 

（現時点） 

平成29年度 

増加分 

（１年目） 

平成30年度 

増加分 

（２年目） 

平成31年度 

増加分 

（３年目） 

KPI増加分

の累計 

儲かる次世代農業モデ

ル法人の首都圏におけ

る販売店舗確保数 

（店舗数） 

０ １ １ １ ３ 

地域特産物の延べ開発

数 

(品目) 

０ ０ ０ ２ ２ 

営農定着した農業女子

の人数（人） 
０ ０ ０ ３ ３ 

地域特産物に栽培を切

り替えた場合の１反当

たりの収入増加数(円） 

０ 50,000 50,000 150,000 250,000 

 

 

５ 地域再生を図るために行う事業 

 ５－１ 全体の概要 

  ５－２のア（３）、５－２のイ（３）及び５－３に記載 

 

 ５－２ 第５章の特別の措置を適用して行う事業 

ア まち・ひと・しごと創生寄附活用事業に関する寄附を行った法人に対

する特例（内閣府）【A2007】 
（１）事業名 

 農地転換・複合経営支援事業 
 
（２）事業区分 

    農林水産業の振興 
 
（３）事業の目的・内容 

 （目的） 
現在の菊川市における現状を踏まえ、農業で「稼げる」仕組みをつく

り、生産者の所得向上や経営安定を確保し、農業を成長産業に導いてい
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く新しい形の農産業ビジョンを創出する。事業としては「農地転換・複

合経営支援事業」を掲げ、年間を通じて収穫に携わる時期を増やすこと

による収入増と、供給過多の傾向がある茶の適正量の維持に繋げるため、

収益率の減少が著しい茶からちゃ豆・オリーブといった収益作物への栽

培転換等を推進する。また、米の販売単価の下落と小規模区画が原因に

よる作業効率の低下が招く耕作離れとそれに伴う耕作放棄地化が増加

傾向にあるため、小規模水田の区画拡大による生産性・収益性の向上の

推進と高収益作物への畑地化（二毛作を含む）を推進し、生産者の所得

向上を図る。 

 

 （内容） 

市内の農地を耕作する生産者に対し、複合経営を推進し、年間を通じ

て作業や収穫に携わる時間を増やす。作物によっては１シーズンに複数

回の収穫が可能なため、農地の１反あたりの年間収入を上げる取り組み

を実施する。 

また、農地転換による複合経営を目指す農業者で検討会を実施し、検

討会の中で、複合経営や高収益作物の栽培に必要な知識や栽培技術の習

得に努める。技術の習得のためには、ＪＡ（全国農業協同組合連合会）

と連携し、協力を得ながら栽培講習会・営農指導などを行うことにより、

農業者の知識向上を図る。 

転換に必要な土壌改良については、農地転換費用軽減支援事業を実施

する。市内でも北部、南部では土質が異なり土壌改良といってもその実

施方法は異なることから、市内数カ所にポイントを設け土壌分析を行い、

それぞれの地区に合った土壌改良を進める。 

また茶と同じく一大面積を誇る水田においては、水田耕作条件改善事

業を実施する。これは、小規模区画の水田において大型機械が入らない

ことによる作業効率の低下からの耕作離れや耕作放棄地化が多く見受

けられる現状があるため、市内で一般的な区画である２～３反程度に満 

たない小規模な区画の水田について耕作条件の改善を進める。 

 

【農地転換費用軽減支援事業】 

   対象者  茶からちゃ豆・オリーブなどの収益作物へ栽培転換

する生産者 

   補助対象 茶樹の抜根・廃棄・整地・土壌改良に要する経費 

   補助額  事業面積に１アール当たり 2,500円を乗じて得た額。

上限 20万円。 
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  【水田耕作条件改善事業】 

        対象者  作業効率を図るために耕作条件を改善する市内水田

の耕作者 

        補助対象 畦畔除去及び均平に要する経費 

補助額  （農業振興地域）事業面積に１アール当たり 3,000円

を乗じて得た額。上限 10万円。（農業振興地域外）事

業面積に１アール当たり 2,000円を乗じて得た額。上

限５万円。 

 

  （各年度の事業の内容） 

    初年度）関係者にて検討会等を開催し、土壌分析を行う。農地転換費

用の補助について、茶の生産者を中心に広報紙などにより、

周知することで、転換に取り組む農業者を募る。水田条件改

善費の補助についても、同様に水稲生産者に対し周知する。

補助申請者の中から農地転換や水田の耕作条件を改善した

モデルケースとなる取り組みをピックアップし、検証を踏ま

え優良な取り組み事例を作る。 

    ２年目）初年度の優良な取り組み事例を広く市内生産者に広報紙や菊

川市ホームページなどにより周知・ＰＲし、市内生産者にも

実施してもらうことで、事業の拡充を図ると共に継続してい

くための新たなモニタリング等を実施する。 

    ３年目）これまでの実績や成果、検証を踏まえ意見等を集約し、取り

組み面積も増やしながら事業の拡充・推進を図る。 

 
（４）当該団体の地方版総合戦略における位置付け 

 本市のまち・ひと・しごと創生総合戦略においては、本市の特徴であ

る農地の割合の高さを活かした「儲かる菊川型農業モデルの推進」及び

女性の職業の選択肢に農業を加え、本市で就農してもらえるまちづくり

をするための「農業女子が輝ける菊川プロジェクト」を基本施策とした

「時代を先取る菊川型農業モデルの創出」を基本目標に掲げている。基

本指標は、市内への新規参入農業者数（現状 １人→H31 ８人）を定

めている。本事業の実施により、転換作物作付面積を増やしていくこと

で、新規参入農業者の増に寄与するものである。 
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（５）事業の実施状況に関する客観的な指標（KPI（重要業績指標））  
事業 農地転換・複合経営支援事業 

年月 
KPI 農家所得（農業収入）増加者数（人）※申請後の増加数 

申請時 0   Ｈ29.3 

初年度 5   Ｈ30.3 

２年目 10   Ｈ31.3 

３年目 15   Ｈ32.3 

 
（６）事業費 

（単位：千円） 
 年度 H29 H30 H31 計 

事業費計 2,100 1,600 1,600 5,300 

区分 補助金 2,100 1,600 1,600 5,300 

 
（７）申請時点での寄附の見込み 

年度 Ｈ29 Ｈ30 

法人名 製造業 製造業 

見込み額（千円） 300 300 

 
 

（８）事業の評価の方法（PDCAサイクル） 

（評価の手法） 
総合計画審議会を構成する有識者や議会の関与を得ながら検証結果を

報告する。また、必要に応じて地方版総合戦略や今後の事業経営方針に

反映させる。 
（評価の時期・内容） 

毎年度、３月末時点の KPI の達成状況を企画部門において取りまとめ、

７月末までに検証結果報告をする。 
（公表の方法） 

目標の達成状況については、検証後速やかに菊川市ホームページで公

表する。 
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（９）事業期間 

    平成 29 年４月～平成 32 年３月 
 

イ 地方創生推進交付金（内閣府）【A3007】 
（１）事業主体 

菊川市 

   

（２）事業の名称 

時代を先取る菊川型農業モデルの創出事業 

 
（３）事業の内容 

本市の全面積に占める農用地の割合は 36.7％（H26 年）と周辺市町

と比べて高く、過去に基盤整備された農地も多い。このような恵まれ

た農業環境を生かした「儲かる次世代農業モデルの推進」。また、女性

の職業の選択肢に農業を加え、当市で就農してもらうための環境整備

を進める「農業女子が輝ける菊川プロジェクト」の２つを基本施策と

し、次代を先取る菊川型農業モデルを創出する。 

① 儲かる次世代農業モデルの推進 

a.付加価値の高い農業モデルの創出・・・集約された農地における

高付加価値野菜の生産や、地域に眠っている魅力ある農産物の掘

り起こしとともに、市民農園や加工所等を整備し、地域農業の振

興に資する食と農の取り組みの基本モデルの創出を図り、商工、

観光をはじめとした企業とタイアップ（賛同・協力）し、「農業そ

のものの価値を上げ、農業＝儲かる」という取り組みを行ってい

く。 

・中心（核）となる地域（場所）の創設・・・栽培圃場や加工所

等を企業の賛同・協力を得る中で整備し、生産・販売・６次産

業化等に加え、食育やグリーンツーリズム、市民農園などの農

業体験を実施するなど、菊川型農業の「顔」として「儲かる農

業の場」、「魅せる農業の場」を創設する。推進エリアは、平成

27 年度に静岡県内陸フロンティア推進区域の指定を受けた「月

岡地区、内田地区」を想定する。 

・モデルとなる法人の設立、地域農業の牽引者の創設・・・多様

な経営形態、異なる品目を栽培する生産者同士が構成する新し

いタイプの法人を設立し、生産と加工を軸に「売れる農産物づ

くり」と「売れる物づくり」を掲げ、グローバル化にも対応し
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た多角的・戦略的な経営や取り組みなどの事業展開を他企業の

賛同・協力を得ながら支援する。モデル法人としては、平成 28

年６月、市内の茶や米、トマト、芽キャベツ、オリーブ、さつ

まいも等を生産する地元生産者とレタス、枝豆、ブロッコリー

等を栽培する農地所有適格法人（農業法人）の代表で設立され

た「㈱つきの丘」を想定し、生産や栽培指導、集荷、加工、販

路拡充のための営業や実際の販売まで行う総合会社とする。 

b.農産物のブランド化・・・本市の風土や地理的条件に加え、マー

ケティング調査等をさらに拡充し、生産者の所得に直結する特産

物の開発、地域に眠る魅力ある農産物のブランド化を行う。また、

開発された特産物の生産体制の確立や販路の確保・拡大の一連の

流れについて、商工会や商工業者等の企業と連携し、技術共有や

流通コストの削減を図ることで消費の拡大を促し、地域経済の活

性化や所得向上に繋がる仕組みを企業の賛同や協力を受けながら

構築していく。また、流行やニーズの移り変わりが早いため、市

場や個人ニーズについては調査を拡充し、取り組む農産物の選定

を行っていく。 

c.高収益作物との複合経営モデルの創出・・・当市を代表する茶や

米の収益は減少傾向を脱却できない状況にあることから農業収支、

農業経営の健全化に繋げるため、主幹作物である茶や米の農繁期、

農閑期を考慮した栽培が可能であり、かつ、調査済みの市場及び

個人ニーズの結果を反映した農産物を生産し、生鮮販売や加工販

売を企業の賛同や協力を受けながら展開することで、生産者や加

工業者等の確実な所得向上に繋げていく。 

d.耕作放棄地の未然防止・・・県中遠農林事務所や農林技術研究所

と連携し、耕作放棄地を未然に防ぎ、茶や米以外の栽培拡大も視

野に入れた生産性の高い優良農地を維持・確保するための方策を

調査・研究していく。 

② 農業女子が輝ける菊川プロジェクト 

a.アグリ姫プロジェクト・・・静岡県立農林大学校等と連携し、女

性農業者が当市で営農定着し、自立することと、自立した女性の

活躍により地域農業が活性化していくことを目的とした支援体制

を整える。また、現在市内で活躍する女性農業者たちも含めた活

動組織を立ち上げ、ネットワーク構築、情報発信を行い「農業女

子が輝くまち菊川市」をアピールすることで、アグリ姫自身が市

や市の施策を後押ししてくれる企業の広告塔でありブランドとな
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るような取り組み支援を企業の賛同や協力を得ながら行なう。さ

らに、アグリ姫に対し「㈱つきの丘」が栽培指導、販売指導及び

自立に向けた経営指導等に当たり、実際にアグリ姫が栽培した野

菜の出荷先としても位置付け、安定栽培と安定収入の確保を実現

し、自立に向けた支援を行なう。 

b.女性が働きやすい環境整備・・・女性が農業を始めるにあたって

の参入障壁や自立していくための課題等を取り除く手法や施策に

ついて民間企業を含めた関係者において検討・実施する。 

 

（４）事業が先導的であると認められる理由 

【自立性】 

次世代農業のモデルとして立ち上げた法人が、平成 32年３月までに、

販売先の拡大を図りながら、市場調査等に基づき取り組んでいる地域

特産物やすでに高値で取り引きされている農産物の販売収入を基本に、

EC サイト等の販売収入や食育推進やグリーンツーリズム、市民農園な

どの農業体験などによる、新たな農業ビジネスを確立し、自立的な運

営体制を構築する。 

【官民協働】 

本事業は、行政（菊川市農林課）が中心となり、多様な経営形態や

異なる品目を栽培する生産者や地域事業者、大学等の教育機関、民間

企業や金融機関等と連携を図りながら事業を推進していく。 

【政策間連携】 

市の魅力でもある農業にスポットを当て、農業施策を市の総合戦略

に位置付け、地域農業の牽引車の創出や新たな農業従事者となる担い

手を招き入れることで、行政課題である移住・定住施策の推進や空き

家対策に効果を波及させる。また、モデル法人やアグリ姫が自立的な

運営を目指す中で、グリーンツーリズムや市民農園、食育などの農業

体験事業を実施し、観光振興や子どもたちの食育推進の拡充を図る。

さらに、EC サイト等で地域農産物だけでなく、他の地域産品とのコラ

ボ販売を展開することで、地域産業の全体の進行にも寄与する。 

【地域間連携】 

本事業エリアは、静岡県内陸フロンティア推進区域の指定を受けた

月岡、内田地区を想定しており、防災・減災と地域成長を両立させた

魅力ある地域づくりのため、静岡県との連携を推進する。また、掛川

市が設営する地域商社と販売や誘客について連携することで、中東遠

地域全体の活性化につなげる。 
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【その他の先導性】 

本事業のモデル法人の構成メンバーは、市内のみならず全国的に見て

も先進的で高度な営農知識や技術を持った農業者で構成されている。こ

うしたメンバーから地域農業者、新規就農者、アグリ姫等が生産技術指

導や販売指導を受けることで個々の能力を高め、地域農業の総体的なレ

ベルアップと新たな人材の育成・確保をしていく。 

 

（５）重要業績評価指標（KPI）及び目標年月 

    【数値目標】 

 
事業開始前 

（現時点） 

平成29年度 

増加分 

（１年目） 

平成30年度 

増加分 

（２年目） 

平成31年度 

増加分 

（３年目） 

KPI増加分

の累計 

儲かる次世代農業モデ

ル法人の首都圏におけ

る販売店舗確保数（店

舗数） 

０ １ １ １ ３ 

地域特産物の延べ開発

数 

(品目) 

０ ０ ０ ２ ２ 

営農定着した農業女子

の人数（人） 
０ ０ ０ ３ ３ 

地域特産物に栽培を切

り替えた場合の１反当

たりの収入増加数(円） 

０ 50,000 50,000 150,000 250,000 

 

（６）評価の方法、時期及び体制 

【検証方法】 

総合戦略の検討組織である菊川市総合計画審議会にて事業の成果及

び課題について分析し、KPI達成度の検証を行う。課題を分析した結果

により、事業内容を修正する。 

【外部組織の参画者】 

産：社会福祉法人白翁会理事長（高齢者、障害者用施設の運営）、㈱

エム・スクエアラボ代表取締役（農業シンクランク）、フジオー

ゼックス㈱取締役総務部長（製造業）、茶づくり堀川園店長（茶

販売業）、㈱フジヤマ技術顧問（建設総合コンサルタント） 
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金：静岡銀行㈱ビジネスリーダー 

言：静岡放送㈱放送局解説委員 

官：静岡県西部地域政策局 

学：静岡県立大学、静岡大学 

【検証結果の公表の方法】 

外部組織の検証結果を踏まえ、菊川市議会で検証 

 

（７）交付対象事業に要する経費 

・法第５条第４項第１号イに関する事業【A3007】 

総事業費 12,445千円 

 

（８）事業実施期間 

地域再生計画認定の日から平成 32年３月 31日（３ヵ年度） 

 

（９）事業実施期間 

特になし 

 

 ５－３ その他の事業 

  ５－３－１ 地域再生基本方針に基づく支援措置 

        該当なし 

５－３－２ 支援措置によらない独自の取組 

（１）地域特産作物推進事業 

     事業概要：地域の特産作物を作るため、菊川市特産作物として推進

する作物の種子や苗の購入額の一部を補助する。 

     実施主体：菊川市 

     事業期間：平成 29年度～平成 31年度 

 

６ 計画期間 

  地域再生計画認定の日から平成 32 年３月 31 日まで 
 

７ 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

 ７－１ 目標の達成状況に係る評価の手法 

総合計画審議会を構成する有識者や議会の関与を得ながら検証結果を

報告する。また、必要に応じて地方版総合戦略や今後の事業経営方針に反

映させる。 
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 ７－２ 目標の達成状況に係る評価の時期及び評価を行う内容 

 毎年度、３月末時点の KPI の達成状況を企画部門において取りまとめ、

７月末までに検証結果報告をする。 
事業 農地転換・複合経営支援事業 

年月 
KPI 農家所得（農業収入）増加者数（人）※申請後の増加数 

申請時 0   Ｈ29.3 

初年度 5   Ｈ30.3 

２年目 10   Ｈ31.3 

３年目 15   Ｈ32.3 

 

 
事業開始前 

（現時点） 

平成29年度 

増加分 

（１年目） 

平成30年度 

増加分 

（２年目） 

平成31年度 

増加分 

（３年目） 

KPI増加分

の累計 

儲かる次世代農業モデ

ル法人の首都圏におけ

る販売店舗確保数 

（店舗数） 

０ １ １ １ ３ 

地域特産物の延べ開発

数 

(品目) 

０ ０ ０ ２ ２ 

営農定着した農業女子

の人数（人） 
０ ０ ０ ３ ３ 

地域特産物に栽培を切

り替えた場合の１反当

たりの収入増加数(円） 

０ 50,000 50,000 150,000 250,000 

 

 ７－３ 目標の達成状況に係る評価の公表の手法 

 目標の達成状況については、検証後速やかに菊川市ホームページで公

表する。 

 


